
 

船舶事故調査報告書 
 

 

船 種 船 名 貨物船 HUNAN 

ＩＭＯ番号 ９７１４２５２ 

   総 ト ン 数 ２４,７８５トン 

 

事 故 種 類 乗組員行方不明 

発 生 日 時 平成２８年５月１６日 １２時１２分ごろ 

発 生 場 所 山口県柳井市平郡島西方沖 

          室津灯台から真方位１１９°２.６海里付近 

          （概位 北緯３３°４８.６′ 東経１３２°０９.８′） 

 

 

                        平成２９年８月３日 

                  運輸安全委員会（海事部会）議決 

                   委 員 長  中 橋 和 博 

                   委   員  庄 司 邦 昭（部会長） 

委   員  小須田   敏 

委   員  石 川 敏 行 

委   員  根 本 美 奈 

 

 

要 旨 
 

＜概要＞ 

 貨物船HUNAN
フ ー ナ ン

は、船長ほか２２人が乗り組み、水先人を乗せ、広島県福山市福山港

に向け、山口県柳井市平郡
へいぐん

島西方沖の平郡水道を北東進中、甲板手１人が舷側はしご

から落下し、着用していた‘膨脹式救命胴衣付きハーネス型安全帯’（本件安全帯）

の命綱により宙づりになったものの、平成２８年５月１６日１２時１２分ごろ落水し、

行方不明になった。 

 

＜原因＞ 

 本事故は、HUNANが平郡水道を北東進中、乗組員３人と水先人用はしごの揚収作業

を行っていた甲板手が、舷側はしごから落下して本件安全帯の命綱によって宙づりに



 

なりロープ等を掴
つか

もうと両手を挙げた際、身体が本件安全帯から抜けたため、落水し

たことにより発生したものと考えられる。 

甲板手の身体が本件安全帯から抜けたのは、甲板手が本件安全帯の両腿の２か所の

バックルを留めていなかったことによるものと考えられる。 

甲板手が、ロープ等を掴もうと両手を挙げたのは、左手でロープ等を掴もうとした

ものの、身体が海面上を引きずられる状態であったことから、ロープ等を掴めずにい

たことによるものと考えられる。 

甲板手の身体が海面上を引きずられる状態であったことは、HUNANにおいて、海面

上を引きずられる状態を軽減する減速又は停船する等の措置をとらなかったことが関

与したものと考えられる。 

甲板長等が水先人用はしごの揚収作業を行うに当たり作業責任者と 

(1) 揚収作業を行うことの要否 

(2) 揚収作業を行うに当たり、安全保護具の適切な着用確認等安全対策の実施 

等の内容の事前打合せが行われなかったことは、本事故の発生に関与した可能性が

あると考えられる。 
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１ 船舶事故調査の経過 
 

１.１ 船舶事故の概要 

貨物船HUNAN
フ ー ナ ン

は、船長ほか２２人が乗り組み、水先人を乗せ、広島県福山市福山港

に向け、山口県柳井市平郡
へいぐん

島西方沖の平郡水道を北東進中、甲板手１人が舷側はしご

から落下し、着用していた膨脹式救命胴衣付きハーネス型安全帯の命綱により宙づり

になったものの、平成２８年５月１６日１２時１２分ごろ落水し、行方不明になった。 

 

１.２ 船舶事故調査の概要 

1.2.1 調査組織 

運輸安全委員会は、平成２８年５月１７日、本事故の調査を担当する主管調査官

ほか２人の船舶事故調査官を指名した。 

 

1.2.2 調査の実施時期 

  平成２８年５月１８日、１９日 現場調査及び口述聴取 

平成２８年６月１７日、１８日、７月１２日、１５日、８月２２日、２３日、 

１１月１６日 口述聴取 

  平成２８年７月１３日、１６日、２１日、２３日、２８日、２９日、８月４日、

５日、１７日、１９日、９月７日、２６日、１０月３日、１１月１５日、１２月 

１６日 回答書受領 

 

1.2.3 原因関係者からの意見聴取 

原因関係者から意見聴取を行った。 

 

1.2.4 旗国への意見照会 

HUNANの旗国に対し、意見照会を行った。 

 

 

２ 事実情報 
 

２.１ 事故の経過等 

2.1.1 船舶自動識別装置による運航の経過 
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‘民間情報会社が受信した船舶自動識別装置（ＡIＳ）の情報記録’（以下 

「ＡＩＳ記録」という。）によれば、HUNAN（以下「本船」という。）の平成２８年

５月１６日１１時４０分０１秒から１２時３０分１０秒の間における運航の経過は、

表２.１－１のとおりであった。 

本船の船位は、船橋上方に設置されたＧＰＳアンテナの位置であり、対地針路及

び船首方位は真方位（以下同じ。）である。 

 

表２.１－１ 本船のＡＩＳ記録 

時 刻 

（時：分：秒) 

船 位 
対地針路 

（°） 

船首方位 

（°） 

対地速力 

(ﾉｯﾄ(kn)) 
北 緯 東 経 

 (°-′-″） （°-′-″） 

11:40:01 33-45-08.2 132-01-38.8 087.6 091 14.1 

11:44:07 33-45-10.0 132-02-46.1 089.4 091 14.7 

11:47:01 33-45-10.4 132-03-36.6 089.8 090 14.5 

11:47:07 33-45-10.4 132-03-38.4 089.5 089 14.5 

11:48:29 33-45-12.4 132-04-02.0 076.9 067 14.4 

11:49:13 33-45-16.4 132-04-13.4 061.2 054 14.0 

11:50:01 33-45-22.9 132-04-24.8 054.3 054 14.1 

11:55:01 33-46-07.0 132-05-34.6 053.7 053 14.9 

12:00:01 33-46-51.4 132-06-47.6 053.4 054 14.9 

12:01:01 33-47-00.4 132-07-02.0 053.6 055 14.7 

12:02:01 33-47-09.0 132-07-16.3 053.8 054 14.7 

12:03:01 33-47-17.5 132-07-30.5 053.7 054 14.7 

12:04:01 33-47-26.3 132-07.44.7 054.0 054 14.6 

12:05:13 33-47-36.6 132-08-01.8 054.5 054 14.6 

12:06:13 33-48-45.1 132-08-10.1 054.0 054 14.7 

12:07:31 33-47-56.5 132-08-34.7 054.2 054 14.7 

12:08:01 33-48-00.9 132-08-42.1 054.3 054 14.7 

12:09:01 33-48-09.4 132-08-56.5 055.2 054 14.8 

12:10:01 33-48-17.9 132-09-10.8 054.0 053 14.8 

12:11:01 33-48-26.6 132-09-25.2 053.8 054 14.7 

                         
 「船舶自動識別装置（ＡＩＳ: Automatic Identification System）」とは、船舶の識別符号、種

類、船名、船位、針路、速力、目的地及び航行状態に関する情報を各船が自動的に送受信し、船舶

相互間、陸上局の航行援助施設等との間で情報を交換する装置をいう。 
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12:12:01 33-48-35.3 132-09-39.8 055.2 054 14.8 

12:12:13 33-48-37.0 132-09-42.8 055.2 054 14.9 

12:12:25 33-48-38.7 132-09-45.7 055.1 054 14.8 

12:12:55 33-48-43.0 132-09-52.9 054.6 058 14.4 

12:13:21 33-48-46.7 132-09-58.6 050.8 068 13.8 

12:14:01 33-48-50.8 132-10-07.4 073.6 111 11.3 

12:15:01 33-48-49.5 132-10-17.4 122.3 168 6.9 

12:16:01 33-48-45.0 132-10-21.6 155.3 206 4.9 

12:17:00 33-48-40.8 132-10-22.4 182.4 235 3.8 

12:20:02 33-48-34.9 132-10-13.0 244.3 268 4.1 

12:25:10 33-48-47.3 132-09-54.1 345.4 339 4.0 

12:30:10 33-48-02.2 132-09-56.4 023.0 349 3.2 

 

2.1.2 航海情報記録装置の情報記録による音声の情報 

本船の航海情報記録装置（ＶＤＲ）の情報記録（以下「ＶＤＲ記録」とい

う。）によれば、平成２８年５月１６日１２時０６分０５秒～１２時１４分０５秒

の間における本船の船橋及び右舷ウイングの会話は、表２.１－２のとおりであっ

た。 

なお、英語及びミャンマー語による会話を日本語に仮訳して記載している。 

 

表２.１－２ 船橋及び右舷ウイングでの会話（抜粋） 

時 刻 

(時：分：秒) 

主 な 音 声 

12:06:05 当直甲板手（以下「甲板手Ａ」という。）  

         : ・・・・・（解読不能）                   （ミャンマー語） 

12:06:11 二等航海士（以下「二航士」という。）  

   : どうしたのか                            （ミャンマー語） 

12:06:14 甲板手Ａ : 人が落下しました                        （ミャンマー語） 

12:06:22 二航士   : 見えない                                （ミャンマー語） 

12:06:35 水先人  : 放送しなさい、放送しなさい                       (英語） 

12:06:42 二航士   : 人が落下して、波に当たっています        （ミャンマー語） 

12:07:10 水先人   : ロープを渡しなさい                              （英語） 

12:07:17 船長    : 一等航海士（以下「一航士」という。）こちら船長   （英語） 

                         
 「航海情報記録装置（ＶＤＲ：Voyage Data Recorder）」とは、船位、針路、速力等の航海に関

するデータのほか、ＶＨＦ無線電話の交信や船橋内での音声を記録する装置をいう。 
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12:07:30 船長     : 一航士、現場に向かいなさい、乗組員１人が吊
つ

り下がっている                        

(英語) 

12:07:55 船長     : 舷側はしごから降りなさい(以降、種々に指示を出す） 

（ミャンマー語） 

12:08:21 二航士   : 私が持って行きます                      （ミャンマー語） 

12:08:25 船長     : 分かった、持って行きなさい              （ミャンマー語） 

12:11:12 水先人   : 救命胴衣、安全帯                                （英語） 

12:12:05 水先人   : 船長、甲板手１人                                （英語） 

12:12:10 船長     : 了解、甲板手１人、船橋に来なさい                （英語） 

12:12:25 船長     : 人が落水した                            （ミャンマー語） 

12:12:33 船長     : 人が落水した                               （英語） 

12:12:40 水先人   : 右舵一杯                                        （英語） 

12:12:43 船長   : 微速力前進、島がある                           （英語） 

12:12:45 船長     : 右舵一杯                                       （英語） 

12:12:48 水先人   : 微速力前進                                      （英語）  

12:12:55 船長     : 右舵一杯                                        （英語） 

12:13:06 船長     : 甲板手１人来なさい                      （ミャンマー語） 

12:13:33 船長     : 見えているか                                    （英語） 

12:13:40 船長     : 右舵一杯                                        （英語） 

12:13:55 船長     : 二航士を呼んで来なさい                  （ミャンマー語） 

12:13:57 二航士   : 来ています                              （ミャンマー語） 

12:14:00 船長     : 二航士、人が落水した                       （英語） 

12:14:05 二航士   : 了解                                            （英語） 

 

2.1.3 乗組員等の口述による事故の経過 

本船の船長、一航士、二航士、甲板長、甲板手Ａ、甲板員２人（以下「甲板員

Ａ」及び「甲板員Ｂ」という。）、水先人、捜索に参加した引船船長の口述及び海上

保安庁の情報並びに本船の航海日誌によれば、次のとおりであった。 

本船は、船長ほか２２人（ミャンマー連邦共和国籍１９人、中華人民共和国籍２

人、ウクライナ国籍１人）が乗り組み、竣工後初めての航海として、２０１６年５

月１２日１２時００分（現地時刻）ごろ福山港に向けて中華人民共和国 江
チャン

蘇
スー

省靖
ジン

江
ジャン

港所在の造船所を出発した。 

本船は、関門航路を通過した後、福岡県北九州市部
へ

埼東方沖で、平成２８年５月

１６日０７時４５分ごろ右舷中央部やや後方に準備された水先人用はしご及び舷側

はしごで構成された水先人用移乗設備により水先人を乗せ、その後、水先人用移乗 
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設備を降ろした状態で航行を続けた。 

本船は、水先人の水先によって約１４.５kn の速力（対地速力、以下同じ。）で

自動操舵により平郡水道を北東進中、１１時５０分ごろ二航士及び甲板手Ａが昇橋

し、船橋当直についていた三等航海士及び甲板手１人から船橋当直を引き継ぎ、船

長が食事をとることにして降橋した。 

  甲板長は、１２時００分ごろ甲板作業を終え、甲板手 1人（以下「甲板手Ｂ」と

いう。）、甲板員Ａ及び甲板員Ｂと共に船尾部にある居住区に向かっていたところ、

甲板手Ｂから、水先人用はしごが風浪等の影響で外板に打ち付けられ、波しぶきも

掛かっているので、水先人用はしごを揚収したい旨の提案を受け、同はしごの揚収

作業を行うことにした。 

甲板長及び甲板員Ａは水先人用はしごを手で引き揚げる配置に、甲板員Ｂは舷側

はしごのウインチレバーを操作する配置にそれぞれつき、甲板手Ｂが膨脹式救命胴

衣付きハーネス型安全帯（以下「本件安全帯」という。）を着用し、振れ止め用に

水先人用はしごを外板に固縛していた索を解く目的で舷側はしごの下端部まで降り

た。 

  甲板長及び甲板員Ａは、固縛してあった索を解いて甲板上に戻ってきた甲板手Ｂ

から、水先人用はしごを引き揚げるよう合図を受けた。 

 甲板長は、水先人用はしごを人力で引き揚げ始めたものの、引き揚げることがで 

きずにいたところ、甲板手Ｂが水先人用はしごが舷側はしごに引っ掛かっているの 

で外しに行くと言って再度舷側はしごを降りた後、しばらくして叫び声を聞いた。 

 甲板長は、水先人用はしごを引き揚げる場所からは舷側はしご下部付近を見るこ

とができなかったので、舷側から身を乗り出して下を覗
のぞ

いたところ、甲板手Ｂが舷

側はしごの最下段のスタンションから本件安全帯の命綱によって宙づりになってい

ることを認めた。 

甲板長は、甲板員Ｂを一航士への報告に向かわせるとともに、甲板員Ａにロープ

の準備を指示した。 

甲板手Ａは、甲板長が船橋に向けて合図を送っていることに気付き、二航士に知

らせ、水先人及び二航士と共に右舷側のウイングに出た。 

二航士は、海面上に浮いているヘルメット及び舷側はしごから宙づりになってい

る甲板手Ｂを認め、船長にトランシーバで状況を報告した。 

船長は、直ちに昇橋し、船内放送により一航士に現場に向かうよう指示するとと

もに二航士及び甲板手Ａを現場に向かわせた。 

二航士及び甲板手Ａは、船長の指示により、船橋に戻った。 

一航士は、水先人用移乗設備付近に到着し、他の乗組員と共にロープ及びロープ

を繋
つな

いだ救命浮環を甲板手Ｂに向けて降ろした。 
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甲板手Ｂは、膝から下が海面に浸
つ

かっており、顔面にも波しぶきが掛かっている

状態であった。 

一航士は、甲板手Ｂが、左手でロープ等を掴
つか

もうとしたものの、身体が波に翻弄
ほんろう

されて掴めず、両手を挙げてロープを掴むような動作をとった際、身体が本件安全

帯から抜けて落水するのを認めた。 

一航士は、上甲板上のハンドレールに備え付けられていた救命浮環の投下を指示

し、仰向け状態で浮いて後方に遠ざかる甲板手Ｂを追い掛けて船尾部に向かったが、

甲板手Ｂを見失った。 

船長は、甲板手Ｂが落水したことを認め、水先人の助言を受け、周囲の状況を確

認した上で減速して甲板手Ａに右舵一杯を指示した。 

二航士は、双眼鏡で落水した甲板手Ｂを確認していたが、本船が回頭中に見失っ

た。 

本船は、甲板手Ｂが落水したであろう位置に戻り、船長と当直者に加え、両舷に

それぞれ見張り員１人を配置した体制で捜索を開始した。 

水先人は、１２時１８分ごろ海上保安庁に本事故の発生を通報し、１２時２６分

ごろ付近を航行していた引船に捜索の協力を依頼した。  

本船は、引船及び巡視船と共に捜索を続け、１２時４０分ごろ引船が本船から投

下した救命浮環２個を発見して揚収した。 

  本船は、１７日１６時５５分ごろまで捜索を続けたが、甲板手Ｂを発見できず、

福山港に向かうこととし、海上保安庁にその旨を伝え、航行を再開し、２２時５０

分ごろ福山港に入港した。 

  海上保安庁は、巡視船及び回転翼機を投入して捜索を行ったが、甲板手Ｂを発見

することはできなかった。 

 （写真２.１、図２.１ 参照） 

 

本事故の発生日時は、平成２８年０５月１６日１２時１２分ごろであり、発生場所

は、室津灯台から１１９°２.６海里（Ｍ）付近であった。 

（付図１ 航行経路図、付図２ 航行経路図（拡大図） 参照） 
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写真２.１ 舷側はしご及び水先人用はしご  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図２.１ 甲板手Ｂが宙づりになった状況 

 

２.２ 人の死亡、行方不明及び負傷に関する情報 

海上保安庁の情報によれば、甲板手Ｂは、行方不明となった。 

 

２.３ 船舶の損傷等に関する情報 

 本船に損傷はなかった。 

 

水先人用はしご 

本件安全帯の命綱の

フックが掛かってい

たスタンション 

舷側はしご 

水先人はしご固縛用
ピース 

(水先人用はしごと外
板を固縛するもの) 

舷側はしごは 
この位置まで 

伸びる 
◎ 

舷側はしご固縛用ピース 
(舷側はしごと外板を固

縛するもの) 

本船の進行方向 

命綱 約 1.7ｍ 

甲板手Ｂ 

舷側はしご 
高さ約９ｍ 
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２.４ 乗組員等に関する情報 

(1) 性別、年齢、海技免状等 

     ① 船長 男性 ４２歳 国籍 ミャンマー連邦共和国  

締約国資格受有者承認証 船長（シンガポール共和国発給） 

交付年月日 ２０１６年２月２２日        

              （２０１９年１１月２５日まで有効） 

   ② 甲板長 男性 ４１歳 国籍 ミャンマー連邦共和国 

          海技免状 なし 

   ③ 甲板手Ｂ 男性 ２８歳 国籍 ミャンマー連邦共和国 

          海技免状 なし 

 

  (2) 主な乗船履歴等 

    船長及び一航士の口述並びに船舶管理会社である THE CHINA NAVIGATION 

COMPANY PTE LTD（以下「Ａ社」という。）の回答書によれば、次のとおりで 

あった。 

① 船長 

１９９５年から船員になり、２０１０年から船長職をとり、２０１４年か

らＡ社が所有する船舶に乗船した。 

本船の同型船３隻に乗船した経験があった。 

本事故当時の健康状態は良好であった。 

   ② 甲板長 

     本船の同型船２隻に乗船した経験があり、２０１６年４月２８日に本船に

乗船した。 

     本事故当時の健康状態は良好であった。 

   ③ 甲板手Ｂ 

２００９年から船員になり、２０１５年からＡ社が所有する船舶に乗り組

み、本船と同型の新造船に約５か月間乗船した後、２０１６年５月１１日に

本船に乗船した。 

身長約１６０cm、体重約６０kgであり、本事故当時の健康状態は良好そう

に見えた。 

 

２.５ 船舶等に関する情報 

2.5.1 船舶の主要目 

ＩＭＯ番 号  ９７１４２５２ 

船 籍 港  シンガポール共和国 シンガポール 
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船舶所有 者  Ａ社 

船舶管理会社  Ａ社 

運 航 者  Ａ社 

船    級  Lloyd’s Register   

総 ト ン 数  ２４,７８５トン 

Ｌ ×Ｂ ×Ｄ  １７６.６４ｍ×３０.０２ｍ×１５.００ｍ 

船 質  鋼 

機 関  ディーゼル機関１基 

出    力  ６,０５０kＷ 

推 進 器  ４翼固定ピッチプロペラ１個 

進水年月 日  ２０１５年１２月３日 

就航年月 日  ２０１５年５月６日 

（写真２.５－１ 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

                写真２.５－１ 本船 

 

2.5.2 船体、機関及び航海計器等 

   (1) 本船は、船尾船橋型のばら積み貨物船であり、５つの貨物倉を備え、船体

中央船尾寄りに水先人用移乗設備が設置されていた。 

船長の口述によれば、本事故当時、船体、機関、機器類及び水先人用移乗

設備に不具合又は故障はなかった。 

（図２.５－１参照） 
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図２.５－１ 一般配置図 

 

(2) 操舵室には、中央やや右舷寄りに操舵スタンド、両舷にレーダー各１台、

右舷に電子海図情報表示装置（ＥＣＤＩＳ）、機関操縦盤、両舷のウイング

には、自己点火灯に連結された救命浮環（以下「自己点火灯付き救命浮環」

という。）及び自己発煙信号が積み付けられていた。（図２.５－２参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２.５－２ 本船の船橋配置図 

 

2.5.3 速力 

  本船の要目表によれば、空船時における港内全速力は１１.５knで、航海速力は

１４.６knであった。 

 

 

 

 

 

水先人用移乗設備 

左舷 右舷 

Ｎo.1 レーダー 

ウイング 

ＥＣＤＩＳ 

自己点火灯付き 

救命浮環 

ウイング 

機関操縦盤 
操舵スタンド 

自己発煙信号 自己発煙信号 

自己点火灯付き 

救命浮環 

Ｎo.2 レーダー 
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２.６ 気象及び海象に関する情報 

 2.6.1 気象及び海象観測値 

本事故現場の南南東方約１２kmに位置する平郡島南方ＡＩＳ信号所における観

測値は、次のとおりであった。 

  ５月１６日１１時５５分 風向 南南西、風速 １２.０m/s、波高１.５ｍ 

 

2.6.2 乗組員の観測 

二航士の口述及び本船の航海日誌によれば、本事故当時、天気は雨、風向が西南

西、風力５～６、波高が１～２ｍ、海水温度が約１５.８℃であった。 

 

2.6.3 潮流 

海上保安庁刊行の潮汐表によれば、本事故現場の南西約１２Ｍに位置する伊予灘

航路第３号灯浮標付近の５月１６日の潮流は、０９時３２分に南西流最強約０.５

kn、１６時３３分に北東最強時約０.４knとなっていた。 

 

２.７ 海水温と生存可能な時間 

文献によれば、通常衣服着用時、海水温約１６℃での水中における生存可能時間

は、個人差があるが、１２時間以下である。 

 

２.８ 水先人用移乗設備に関する情報 

 2.8.1 ＳＯＬＡＳ条約の規定 

ＳＯＬＡＳ条約*5 第Ⅴ章第２３規則には、水先人用移乗設備に関し、次のとおり

規定されている。 

   第２３規則 水先人用移乗設備 

１ 適用 

１.１  水先人を使用することがある航海に従事する船舶は、水先人用移

乗設備を備える。 

１.２～１.６ （略） 

２ 総則 

２.１～２.５ （略） 

                         
*3 「ＡＩＳ信号所」とは、海上に設置される構造物の位置情報等をＡＩＳを活用して提供する電波

標識をいう。 
*4 「訓練手引書（SOLAS TRAINING MANUAL）」（国土交通省海事局運航労務課監修、船員災害防止協

会、平成２７年８月第２７版発行） 
*5 「ＳＯＬＡＳ条約」とは、1974 年の海上における人命の安全のための国際条約をいう。 
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３ 移乗設備 

３.１  設備は、水先人が船舶の両舷で安全に乗降することができるよう

に備える。 

３.２  海面から船舶への出入りのための位置までの距離が９メートルを

超えるすべての船舶において、舷側はしごによる水先人の乗降又はこ

れと同等に安全なかつ利用しやすい他の手段であって水先人用はしご

を共に用いることによる水先人の乗降を意図するときは、そのような

設備を船舶の両舷に備える。但し、いずれの舷における使用のために

設備を移動することができる場合は、この限りでない。 

（後略） 

（写真２.８－１参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真２.８－1 水先人用移乗設備の一例（日本水先人連合会提供） 

 

 2.8.2  本船の水先人用移乗設備 

  船長の口述によれば、本船は空船時の海面から上甲板までの高さが約９ｍあり、

５月１６日に水先人を乗船させたときは甲板部員４～５名で水先人用移乗設備を準

備し、速力を微速まで減速していた。（写真２.８－２参照） 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

         写真２.８－２ 本船の水先人用移乗設備 

９ｍ  

約９ｍ  
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２.９ 本件安全帯に関する情報 

 2.9.1 本件安全帯の構造等 

救命胴衣輸入代理店の回答書によれば、次のとおりであった。 

本件安全帯は、ハーネス型安全帯、膨脹式救命胴衣、命綱から構成されて一体型

となっており、各部品の詳細は次のとおりである。     

(1) ハーネス型安全帯 

ベルトを背中で交叉
こ う さ

させて、胸で１か所及び両腿
もも

の付け根で２か所のバッ

クルによりそれぞれ留めて着用し、転落時にかかる荷重を腿、肩、腰等の複

数箇所に分散して身体に掛かる負担を軽減する。 

(2) 膨脹式救命胴衣 

① 水圧を感知して自動的に膨脹し、また、手動により膨脹させる機能を有

する。 

② 使用基準は、体重４０kg以上、胸囲８６～１２７cmである。 

(3) 命綱 

長さ約１.７ｍのロープ、フック等からなる部品である。 

(4) バックル 

両端のベルトをつなぐ部品で、一方の金環を斜めにし、他方の金環に通し

て留め、ベルトに掛かる張力によって外れることを防止する。 

（図２.９－１、図２.９－２、図２.９－３ 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２.９－１ ハーネス型    図２.９－２ 本件安全帯（命綱を除く）の外観 

安全帯の着用者が宙づりになった （救命胴衣輸入代理店提供） 

状況（国内の安全帯製造販売会社 

提供） 

 

膨脹式救命胴衣 

バックル 

ハーネス型安全帯 バックル 
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図２.９－３ 本件安全帯のバックルの留め方（救命胴衣輸入代理店提供） 

 

 2.9.2 本件安全帯の使用状況等 

  一航士及び甲板手Ａの口述によれば、次のとおりであった。 

(1) 本件安全帯は、本船に２個備え付けられており、これまで水先人用移乗設

備の設置作業等で着用されていた。 

(2) 一航士、甲板手Ａ及び甲板手Ｂは、本件安全帯を着用した経験があった。 

 

2.9.3 本件安全帯の着用状況 

(1) 甲板員Ａの口述によれば、本事故当時、甲板長、甲板員Ａ及び甲板員Ｂは、

甲板手Ｂの本件安全帯の着用状況について確認していなかった。 

(2) 海上保安庁の情報によれば、本事故後、本船の舷側はしごの最下段のスタ

ンションから吊り下がっていた本件安全帯を確認した際、本件安全帯の胸の

バックルは留まっていたが、両腿の２か所のバックルは外れていた。 

(3) 本件安全帯は、現場調査時、両腿の２か所のバックルに損傷はなかった。 

(4) 救命胴衣輸入代理店担当者の口述によれば、欧州の製造販売会社の本件安

全帯の同型製品は、１０年以上の販売実績があり、本件安全帯の両腿の２か

所のバックルが留められた状態で外れた事故事例はなかった。 

 

2.9.4 身体が本件安全帯から抜ける状況 

身体が本件安全帯から抜ける状況に関する調査を行ったところ、次のとおりで 

あった。 

(1) 胸の１か所及び両腿の２か所のバックルを留めて着用し、両手を下げた状

態で頭上に引いたところ、身体が本件安全帯から抜けることはなかった。

（写真２.９－１ 参照） 

(2) 胸のバックルを留めて、両腿の２か所のバックルを外し、両手を下げた状

態で頭上に引いたところ、身体が本件安全帯から抜けることはなかった。 

（写真２.９－２ 参照） 

一方の金環を斜めにして、他方の金環に通す 
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(3) 胸のバックルを留めて、両腿の２か所のバックルを外し、両手を挙げた状

態で頭上に引いたところ、身体が本件安全帯から抜けた。 

（写真２.９－３ 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真２.９－１      写真２.９－２        写真２.９－３ 

 

２.１０ 安全管理に関する情報 

(1) Ａ社は、２０１６年４月２１日、Lloyd’s Registerから適合証書（Document 

of Compliance）の交付を受けていた。 

(2) 本船は、２０１６年４月２８日、Lloyd’s Registerから暫定安全管理証書

（Interim Safety Management Certificate）の交付を受けていた。 

(3) Ａ社の安全管理マニュアルに規定された作業許可手順には、舷外作業等の危

険作業に従事する際、同作業の実施に先立ち、一等航海士職等の作業責任者が

作業従事者と事前打合せを行って作業許可証を作成し、作業内容、作業指揮者

及び保護具等を確認するとともに、当該作業中に想定される危険事象について

注意を喚起し、作業を行うよう規定されていた。 

(4) 船長の口述によれば、本船では就航前に船長及びＡ社の担当者から、乗組員

に対して以下の教育等を実施していた。 

① 安全管理マニュアル手順書についての教育 

② 本船の設備等についての習熟訓練 

③ 危険予知訓練 

 

 

 

 

両手 ― 下げる  

両腿のバックル ― 留める 

両手 ― 下げる 

両腿のバックル ― 外す 

両手 ―  挙げる 

両腿のバックル ― 外す 
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２.１１ 人命救助の操船に関する情報 

文献によれば、次のとおりである。 

転落者発生直後の緊急処置 

できるだけ早く人命を救助するため次の処置をとる。 

（1） 発見者は直ちに手近にある救命ブイ、自己発煙信号または自己点火灯を投 

  下する。 

(2)  発見者は直ちに船橋当直者に通報し、転落者を見失わないように見張る。 

 (3)  船橋当直者は船長へ報告するとともに、見張り員を立て転落者の位置を確 

認させる。 （後略） 

 
 

３ 分 析 
 
３.１ 事故発生の状況 

3.1.1 事故発生に至る経過 

  ２.１及び2.5.3から、次のとおりであった。 

(1) 本船は、２０１６年５月１２日１２時００分（現地時刻）ごろ、竣工後初

めての航海として、福山港に向けて江蘇省錦江港所在の造船所を出発したも

のと考えられる。 

    (2) 本船は、平成２８年５月１６日０７時４５分ごろ部埼東方沖で水先人を乗

船させ、水先人の水先により航行を続けたものと考えられる。 

    (3) 本船は、１１時４７分０７秒ごろ平郡水道に入ったものと考えられる。 

     (4) 本船は、１２時００分０１秒ごろ～１２分２５秒ごろの間、０５３°～ 

０５５°の船首方位、１４.６kn～１４.９knの航海速力で航行したものと考

えられる。 

     (5)  本船は、１２時１２分４３秒ごろ減速を始め、１２分５５秒ごろ右舵一杯

としたものと推定される。 

 

 3.1.2 事故発生日時及び場所 

  2.1.1及び2.1.2から、次のとおりであったものと考えられる。 

(1) 本事故の発生日時は、ＶＤＲの音声情報の落水した旨の音声から、平成 

２８年５月１６日１２時１２分ごろであった。 

(2) 本事故の発生場所は、上記(1)の時刻及び本船のＡＩＳ記録から、北緯 

                         
  文献:「操船通論」（八訂版、本田啓之輔著、株式会社成山堂書店、平成２０年６月２８日発行） 
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３３°４８.６′東経１３２°０９.８′（室津灯台から１１９°２.６Ｍ付

近）であった。 

 

3.1.3 死傷者等の状況 

2.1.3 及び２.２から、甲板手Ｂは行方不明になったものと考えられる。 

 

3.1.4 損傷の状況 

    ２.３から、船体に損傷はなかった。   

 

３.２ 事故要因の解析 

3.2.1 乗組員等の状況 

２.４から、次のとおりであった。 

(1) 船長は、適法で有効な締約国資格受有者承認証を有していた。 

(2) 甲板長及び甲板手Ｂは、健康状態が良好であったものと考えられる。 

 

3.2.2  船舶の状況 

2.5.2から、船体、機関、機器類及び水先人用移乗設備に不具合又は故障はなかった

ものと考えられる。 

 

3.2.3  気象及び海象の状況 

2.1.1及び２.６から、次のとおりであったものと考えられる。 

(1) 本事故当時、天気が雨、南南西の風が約１２m/s、波高が約１.５ｍ、海水

温度が約１５.８℃であった。 

 (2) １２時０２分０１秒～１２時１２分１３秒ごろの本船の船首方位は約  

０５４°、速力は約１４.７knであったこと、及び上記(1)から、本船が受け

る相対風向及び風速は、正船尾から左舷側７５°方向及び約５m/sであった。 

 

3.2.4 甲板手Ｂの落下から落水に至る状況 

２.１、2.5.3及び3.1.1から、次のとおりであった。 

(1) 甲板長は、１２時００分ごろ、甲板手Ｂから、水先人用はしごが風浪等の

影響で外板に打ち付けられ、波しぶきも掛かっているので、水先人用はしご

を揚収したい旨の提案を受け、甲板手Ｂ、甲板員Ａ及び甲板員Ｂと共に揚収

作業を行うことにしたものと考えられる。 

     (2) 甲板手Ｂが水先人用はしごを外板に固縛していた索を解く目的で、本件安 

全帯を着用して舷側はしごの下端部まで降りたことから、水先人用はしごの 



 

- 18 - 

揚収作業は、舷外作業等の危険作業にあたるものと考えられる。 

(3) 水先人用はしごは、甲板手Ｂによって外板に固縛した索を解かれたのち、

人力で引き揚げられ始めたものの、下端付近の一部が舷側はしごに引っ掛 

かったものと考えられるが、引っ掛かった状況を確認した者がいないことか

ら、その状況を明らかにすることはできなかった。 

(4) 甲板手Ｂは、水先人用はしごの引っ掛かりを外しに行くと言って、再度舷

側はしごを降りた後、舷側はしごの最下段のスタンションに本件安全帯の命

綱のフックを掛けて作業中、舷側はしごから落下して本件安全帯の命綱に 

よって宙づりになったものと考えられるが、目撃者がいないことから、宙づ

りになることとなった状況を明らかにすることはできなかった。  

(5) 甲板長は、甲板手Ｂが舷側はしごから宙づりになっているのを認めて船橋

に合図を送り、甲板員Ｂを一航士への報告に向かわせるとともに、甲板員Ａ

に救助に使用するロープの準備を指示したものと考えられる。 

(6) 甲板手Ａは、甲板長の合図に気付き、１２時０６分ごろ人が落下したこと

を二航士に報告したものと考えられる。   

 (7) 船長は、二航士から、トランシーバで人が落下したことを聞いて昇橋し、 

１２時０７分ごろ船内放送で一航士に現場に向かうよう指示したものと考え 

られる。 

(8) 一航士は、水先人用移乗設備に向かい、他の乗組員と共にロープ及びロー

プを繋いだ救命浮環を甲板手Ｂに向けて降ろしたものと考えられる。 

(9) 甲板手Ｂは、左手でロープ等を掴もうとしたものの、身体が波に翻弄され

たことから、ロープ等を掴めずにいたところ、１２時１２分ごろ両手を挙げ

てロープを掴むような動作をとった際、身体が本件安全帯から抜けて落水し

たものと考えられる。 

(10) 本船は、甲板手Ｂが落下してから落水するまでの間、航海速力だったもの

と考えられる。 

(11) 前記(9)及び(10)から、甲板手Ｂがロープ等を掴めずにいたことは、本船

において、甲板手Ａが海面上を引きずられる状態を軽減する減速又は停船す

る等の措置をとらなかったことが関与したものと考えられる。 

(12) 舷側はしごは、船体に固縛されていたものと考えられることから、一航士

等は、舷側はしごを揚げることができなかった可能性があると考えられる。 

 

 3.2.5 甲板手Ｂの落水後の状況 

  ２.１、2.5.2及び3.1.1から、次のとおりであったものと考えられる。 

   (1) 一航士は、上甲板上のハンドレールに備え付けられていた救命浮環の投下 
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を指示し、仰向け状態で浮いて後方に遠ざかる甲板手Ｂを追い掛けて船尾部 

に向かったが、甲板手Ｂを見失った。 

(2) 船橋の二航士は、双眼鏡で落水した甲板手Ｂを確認していたが、回頭中に

見失った。 

(3) 本船は、１２時１２分４３秒ごろ減速を始め、５５秒ごろ右舵一杯とし、

甲板手Ｂが落水したであろう位置に戻り、船長と当直者に加え、両舷にそれ

ぞれ見張り員１人を配置した体制で１７日１６時５５分まで捜索を行ったが、

甲板手Ｂは発見できなかった。 

(4) 一航士の指示により上甲板上のハンドレールに備え付けられていた救命浮

環が投下されたが、船橋に積み付けられていた自己点火灯付き救命浮環及び

自己発煙信号は投下されなかった。 

 

3.2.6 本件安全帯の着用状況に関する解析 

２.１及び２.９から、次のとおりであった。 

  (1) 甲板手Ｂは、舷側はしごから宙づりになった状態で、ロープ等を掴もうと

両手を挙げた際、身体が本件安全帯から抜けて落水したものと考えられる。 

(2) 本件安全帯は、本事故後、胸のバックルは留まっていたが、両腿の２本の

バックルは外れていたものと考えられる。 

   (3) 本件安全帯の着用状況に関する調査を行ったところ、胸のバックルを留め

て、両腿の２か所のバックルを外し、両手を下げた状態で本件安全帯を頭上

に引いたところ、身体が本件安全帯から抜けることはなく、両手を挙げた状

態で本件安全帯を頭上に引いたところ、本件安全帯が身体から抜けた。 

(4) 欧州の製造販売会社の本件安全帯の同型製品は、１０年以上の販売実績が

あり、本件安全帯の両腿の２か所のバックルが留められた状態で外れた事故

事例はなかったものと考えられる。 

   (5) 前記(1)～(4)から、甲板手Ｂは、本事故当時、本件安全帯の両腿の２か所

のバックルを留めていなかったものと考えられる。 

 

 3.2.7 安全管理に関する解析 

２.１、２.４、2.5.3、２.１０、3.1.1、3.2.4及び3.2.5から、次のとおりで  

あった。 

(1) Ａ社の安全管理マニュアルには、危険作業である舷外作業を行う際、一航

士職等の作業責任者と作業の事前打合せを行うことが規定されていた。 

     (2) 甲板長等は、甲板手Ｂから提案を受けて水先人用はしごの揚収作業を行う 

こととしたものの、一航士職等の作業責任者との事前打合せを行っていな 
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かったものと考えられる。 

 (3) 甲板長等は、水先人用はしごの揚収作業を行うことにした際、一航士職等

の作業責任者と作業の事前打合せを行っていなかったことから、本事故当時、

作業現場と船橋間の情報共有がなされておらず、また、安全管理マニュアル

の規定を遵守した作業が行われていなかった可能性があると考えられる。 

(4) 甲板長等が水先人用はしごの揚収作業を行うに当たり、作業責任者と 

① 揚収作業を行うことの要否 

② 揚収作業を行うに当たり、安全保護具の適切な着用確認等安全対策の実

施 

等についての事前打合せが行われなかったことは、本事故の発生に関与した

可能性があると考えられる。 

 

 3.2.8 事故発生に関する解析 

２.１、2.5.3、２.９、3.1.1、3.1.3、3.2.4～3.2.7から、次のとおりであった。 

(1) 甲板長は、１２時００分ごろ、甲板手Ｂ、甲板員Ａ及び甲板員Ｂと共に水

先人用はしごの揚収作業を行うこととしたものの、作業責任者と作業の事前

打合せを行わず安全保護具の適切な着用確認がなされていなかったものと考

えられる。 

 (2) 甲板手Ｂは、水先人用はしごを外板に固縛してあった索を解く目的で、本

件安全帯を着用し、舷側はしごの下端部まで降りたものと考えられる。  

(3) 甲板手Ｂは、甲板上に戻ったのち、水先人用はしごの下端付近の一部が舷

側はしごに引っ掛かって揚がらないことを知り、再度舷側はしごの下端部に

降りることとしたものの、本件安全帯の両腿の２か所のバックルを留めてい

なかったものと考えられる。 

(4) 甲板手Ｂは、舷側はしごの最下段のスタンションに本件安全帯の命綱の 

フックを掛けて作業中、同はしごから落下して本件安全帯の命綱によって宙

づりになったものと考えられるが、宙づりになることとなった状況を明らか

にすることはできなかった。 

(5) 一航士は、他の乗組員と共にロープ及びロープを繋いだ救命浮環を甲板手

Ｂに向けて降ろしたが、身体が海面上を引きずられる状態であったことから、

甲板手Ｂがロープ等を掴めずにいたものと考えられる。    

 (6) 甲板手Ｂは、１２時１２分ごろロープ等を掴もうと両手を挙げた際、身体

が本件安全帯から抜けて落水したものと考えられる。 

   (7) 船長は、甲板手Ｂが落水したことを認め、甲板手Ｂが落水したであろう位

置に戻り、見張り員を増員して１７日１６時５５分まで捜索したが、甲板手 
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Ｂは発見できなかったものと考えられる。   

 

３.３ 救助及び被害の軽減に関する解析 

2.1.3、２.７、２.９、２.１１、3.2.4及び3.2.7から、次のとおりであった。 

(1) 甲板手Ｂが、本件安全帯を適切に着用していなかったことは、身体が本件

安全帯から抜けた際に、同時に一体型となっていた膨脹式救命胴衣も抜けて、

身体の浮力が維持されなかったことから、救助に至ることなく、行方不明に

なったことに関与した可能性があると考えられる。 

     (2) 船橋当直者は、落水を認めた際に、転落者発生直後の緊急処置である自己

点火灯付き救命浮環、または、自己発煙信号を投下する必要があったものと

考えられる。 

 

 

４ 結 論 

 

４.１ 原因 

  本事故は、本船が平郡水道を北東進中、乗組員３人と水先人用はしごの揚収作業を

行っていた甲板手Ｂが、舷側はしごから落下して本件安全帯の命綱によって宙づりに

なりロープ等を掴もうと両手を挙げた際、身体が本件安全帯から抜けたため、落水し

たことにより発生したものと考えられる。 

甲板手Ｂの身体が本件安全帯から抜けたのは、甲板手Ｂが本件安全帯の両腿の２か

所のバックルを留めていなかったことによるものと考えられる。 

甲板手Ｂが、ロープ等を掴もうと両手を挙げたのは、左手でロープ等を掴もうとし

たものの、身体が海面上を引きずられる状態であったことから、ロープ等を掴めずに

いたことによるものと考えられる。 

甲板手Ｂの身体が海面上を引きずられる状態であったことは、本船において、海面

上を引きずられる状態を軽減する減速又は停船する等の措置をとらなかったことが関

与したものと考えられる。 

甲板長等が水先人用はしごの揚収作業を行うに当たり作業責任者と 

(1) 揚収作業を行うことの要否 

(2) 揚収作業を行うに当たり、安全保護具の適切な着用確認等安全対策の実施 

等の内容の事前打合せが行われなかったことは、本事故の発生に関与した可能性があ

ると考えられる。 
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４.２ その他判明した安全に関する事項 

 船橋当直者は、落水を認めた際に、転落者発生直後の緊急処置である自己点火灯付

き救命浮環、または、自己発煙信号を投下する必要があったものと考えられる。 

 

 

５ 再発防止策 
 
本事故は、甲板手Ｂが、舷側はしごから落下して本件安全帯の命綱によって宙づり

になりロープ等を掴もうと両手を挙げた際、身体が本件安全帯から抜けたため、落水

したことにより発生したものと考えられる。 

甲板手Ｂの身体が本件安全帯から抜けたのは、甲板手Ｂが本件安全帯の両腿の２か

所のバックルを留めていなかったことによるものと考えられる。 

水先人用はしごの揚収作業を行うに当たり作業責任者との事前打合せが行われな 

かったことは、本事故の発生に関与した可能性があると考えられる。 

船橋当直者は、落水を認めた際に、自己発煙信号の投下等の緊急処置をとる必要が

あったものと考えられる。 

したがって、同種事故の再発防止及び被害の軽減のため、次の措置を講じる必要が

ある。 

 (1) 船舶管理会社は、安全帯等の保護具の着用に関し、安全管理マニュアルの作

業手順の見直しを行った上で、乗組員に周知し、実施を徹底させること。 

  (2) 船舶管理会社は、落水者発生時の対応について、安全教育等において乗組員

に周知するとともに定期的に対応訓練を行うよう指導すること。 

 

５.１ 事故後講じられた再発防止策 

Ａ社は、本事故後、再発防止策として次の措置を講じた。 

(1) 管理船舶の乗組員に対し、Ａ社が作成した本事故に係る事故の経過及び教訓

等を記載した報告書を送付するなど事故の情報等を周知した。 

(2) 管理船舶の乗組員に対し、過去の事故を例示して、突発して発生した作業や

落水などの不測の事態に対する対応など安全教育を実施し、人為的事故の防止

のための危険認識の徹底、作業手順書等を活用してリスクアセスメントを行う

よう教育した。 

(3) 船長及び配乗間もない乗組員に対し、船舶運航及び船内作業等の安全教育、

研修を実施した。 

(4) 本事故を教訓として、安全管理マニュアルを再検討し、特殊作業における 

チェックリストの細分化、舷外作業を行う際は必要に応じて減速すること、及
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び気象、海象の条件による作業の中止を追加するなど不十分な点の追加等の見

直しを実施して周知した。 
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付図 1 航行経路図 
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付図 2 航行経路図（拡大図） 
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